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経
済
再
生
に
即
効
性
を
も
ち
、
緊
急
性
の

高
い
規
制
改
革
に
つ
い
て
検
討
し
て
き
た
政

府
の
「
規
制
改
革
会
議
」
は
六
月
五
日
、
規

制
改
革
に
関
す
る
答
申
を
と
り
ま
と
め
、
安

倍
首
相
に
提
出
し
た
。
雇
用
分
野
で
は
、
雇

用
の
多
様
性
や
柔
軟
性
を
高
め
る
政
策
を
展

開
し
て
「
失
業
な
き
円
滑
な
労
働
移
動
」
を

実
現
さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
る
と
主
張
。「
正

社
員
改
革
」「
民
間
ビ
ジ
ネ
ス
の
規
制
改
革
」

「
セ
イ
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
・
職
業
教
育
訓
練
の

整
備
・
強
化
」
の
三
つ
を
雇
用
改
革
の
柱
と

し
て
打
ち
出
し
、
正
社
員
改
革
で
は
そ
の
第

一
歩
と
し
て
「
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
」
に
関
す

る
雇
用
ル
ー
ル
の
整
備
を
提
起
し
た
。

人
が
動
い
て
新
陳
代
謝

答
申
は「
成
熟
産
業
か
ら
成
長
産
業
に『
人

が
動
く
』
こ
と
が
で
き
な
け
れ
ば
、
産
業
の

新
陳
代
謝
が
進
ま
ず
、経
済
も
成
長
し
な
い
」

と
、
経
済
成
長
の
条
件
と
し
て
の
雇
用
の
流

動
性
の
重
要
さ
を
強
調
。
ま
た
、「
働
く
人
が
、

本
人
の
希
望
で
多
様
な
雇
用
形
態
を
選
択
で

き
、
何
歳
に
な
っ
て
も
個
人
の
能
力
・
資
質

を
高
め
る
機
会
を
得
ら
れ
る
こ
と
は
、
生
活

の
安
定
に
と
ど
ま
ら
ず
経
済
社
会
全
体
の
豊

か
さ
に
も
つ
な
が
っ
て
い
く
」
と
し
て
、
雇

用
形
態
に
お
い
て
も
、
国
民
に
多
様
な
選
択

肢
を
提
供
し
て
い
く
こ
と
の
必
要
性
を
訴
え

た
。検

討
に
当
た
っ
て
と
く
に
重
視
し
た
ポ
イ

ン
ト
と
し
て
答
申
は
、「
成
長
を
実
施
す
る
に

当
た
っ
て
の
阻
害
要
因
の
除
去
」
と
「
緊
急

性
・
重
要
性
の
高
い
課
題
へ
の
優
先
的
取
組
」

の
二
点
を
あ
げ
た
。
今
回
の
雇
用
分
野
の
規

制
改
革
は
前
者
の
ポ
イ
ン
ト
に
該
当
す
る
。

答
申
は
、「
第
三
の
矢
」
で
あ
る
成
長
戦
略

を
阻
害
す
る
要
因
を
除
去
す
る
た
め
に
も
、

「
働
く
者
に
と
っ
て
、
転
職
が
個
人
の
能
力

と
競
争
力
を
高
め
、
人
々
が
動
き
や
す
い
労

働
市
場
と
雇
用
シ
ス
テ
ム
を
作
る
た
め
の
規

制
改
革
に
も
着
手
し
た
」
と
述
べ
て
、
改
め

て
雇
用
の
流
動
化
に
踏
み
込
ん
だ
姿
勢
を
強

調
し
た
。

失
業
な
き
労
働
移
動
を
実
現

雇
用
分
野
に
つ
い
て
の
具
体
的
な
規
制
改

革
の
内
容
を
み
て
い
く
と
、
目
的
に
つ
い
て

は
、
正
規
・
非
正
規
雇
用
の
二
極
化
構
造
を

是
正
し
、
労
働
者
の
能
力
に
見
合
い
、
努
力

が
報
わ
れ
る
賃
金
上
昇
を
図
る
こ
と
や
、
多

様
な
生
き
方
を
創
造
で
き
る
こ
と
、
経
済
を

再
生
し
て
成
長
力
を
強
化
す
る
こ
と
な
ど
が

喫
緊
の
課
題
に
な
っ
て
い
る
と
し
、
こ
う
し

た
視
点
か
ら
、「『
人
が
動
く
』
よ
う
に
雇
用

の
多
様
性
、
柔
軟
性
を
高
め
る
政
策
を
展
開

し
、『
失
業
な
き
円
滑
な
労
働
移
動
』
を
実
現

さ
せ
て
い
く
必
要
が
あ
る
」
と
説
明
し
た
。

続
け
て
、
そ
の
た
め
の
雇
用
改
革
は
、
①

正
社
員
改
革
、
②
民
間
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
の
規

制
改
革
、
③
セ
イ
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
・
職
業
教

育
訓
練
の
整
備
・
強
化
―
―
の
三
つ
が
柱
で

あ
る
と
言
明
し
た
。

ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
の
増
加
を

正
社
員
改
革
で
は
、
現
在
の
日
本
の
正
社

員
が
、
職
務
や
勤
務
地
な
ど
が
限
定
さ
れ
て

い
な
い
傾
向
が
欧
米
に
比
べ
て
も
高
い
「
無

限
定
」
社
員
と
な
っ
て
い
る
と
分
析
。
そ
の

た
め
、「
職
務
、
勤
務
地
、
労
働
時
間
が
特
定

さ
れ
て
い
る
正
社
員
、
つ
ま
り
、『
ジ
ョ
ブ
型

正
社
員
』
を
増
や
す
こ
と
が
、
正
社
員
一
人

一
人
の
ワ
ー
ク
ラ
イ
フ
バ
ラ
ン
ス
や
能
力
を

高
め
、
多
様
な
視
点
を
持
っ
た
労
働
者
が
貢

献
す
る
経
営
（
ダ
イ
バ
ー
シ
テ
ィ
・
マ
ネ
ジ

メ
ン
ト
）
を
促
進
す
る
こ
と
と
な
り
、
労
使

双
方
に
と
っ
て
有
益
で
あ
る
と
考
え
る
」
と

強
調
。
こ
れ
ら
を
実
現
す
る
た
め
、
正
社
員

改
革
の
第
一
歩
と
し
て
、
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員

に
関
す
る
雇
用
ル
ー
ル
の
整
備
を
提
起
し
た
。

モ
デ
ル
の
普
及
等
で
周
知
を
図
る

具
体
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、
平
成
二
五

年
度
（
二
〇
一
三
年
度
）
に
検
討
を
開
始
し
、

平
成
二
六
年
度
（
二
〇
一
四
年
度
）
に
措
置

を
講
じ
る
。

職
務
や
勤
務
地
が
限
定
さ
れ
て
い
る
正
社

員
な
ど
の
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
は
、
多
く
の
企

業
で
導
入
が
進
ん
で
い
る
も
の
の
、
そ
の
形

態
が
労
働
契
約
や
就
業
規
則
で
明
示
的
に
定

め
ら
れ
て
い
な
い
可
能
性
が
あ
る
と
し
て
答

申
は
、「
労
働
契
約
や
就
業
規
則
に
お
け
る
内

容
の
明
確
化
、
無
限
定
社
員
と
の
間
の
均
衡

処
遇
、
人
事
処
遇
全
般
の
在
り
方
に
関
す
る

ル
ー
ル
の
確
認
・
整
備
を
行
う
必
要
が
あ
る
」

と
説
明
。
ま
ず
は
、
職
務
な
ど
に
着
目
し
た

「
多
様
な
正
社
員
」
モ
デ
ル
の
普
及
・
促
進

を
図
る
た
め
、
労
働
条
件
の
明
示
等
、
雇
用

管
理
上
の
留
意
点
に
つ
い
て
と
り
ま
と
め
、

周
知
を
図
る
と
し
た
。

な
お
、
雇
用
ル
ー
ル
の
明
確
化
を
図
る
う

え
で
は
、
答
申
は
、
現
場
の
労
使
で
多
様
な

就
労
形
態
に
つ
い
て
の
議
論
を
促
す
こ
と
が

重
要
で
あ
る
と
付
記
す
る
と
と
も
に
、
無
限

定
社
員
を
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
に
転
換
す
る
場

合
に
は
「
労
働
条
件
決
定
の
合
意
原
則
を
踏

ま
え
る
必
要
が
あ
る
」
と
明
記
し
て
い
る
。

企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制
を
弾
力
化

正
社
員
改
革
と
し
て
は
ま
た
、
労
働
時
間

法
制
の
見
直
し
を
提
案
し
た
。
多
様
で
柔
軟

な
働
き
方
を
進
め
る
観
点
か
ら
、
企
画
業
務

型
裁
量
労
働
制
の
弾
力
化
や
フ
レ
ッ
ク
ス
タ

イ
ム
制
の
見
直
し
を
進
め
る
ほ
か
、
時
間
外

労
働
の
補
償
の
あ
り
方
（
金
銭
補
償
か
ら
休

日
代
替
へ
、
労
働
時
間
貯
蓄
制
度
の
整
備
）、

管
理
監
督
者
等
の
労
働
時
間
規
制
に
関
す
る

適
用
除
外
制
度
と
裁
量
労
働
制
度
と
の
連
続

性
・
一
貫
性
の
あ
る
制
度
と
し
て
の
整
理
統

合
な
ど
も
視
野
に
入
れ
て
検
討
す
べ
き
だ
と

主
張
し
た
。

雇
用
終
了
の
在
り
方
は
丁
寧
に
検
討

こ
れ
ら
に
つ
い
て
は
、
平
成
二
五
年
（
二

〇
一
三
年
）
上
期
に
調
査
を
開
始
し
、
同
年

秋
に
検
討
を
開
始
。
一
年
を
め
ど
に
結
論
を

出
し
、
結
論
が
得
ら
れ
次
第
措
置
を
講
じ
る

と
し
て
い
る
。

具
体
的
に
は
、企
業
に
お
け
る
実
態
調
査
・

ト
ピ
ッ
ク
ス

規
制
改
革
会
議

1

「
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
」
の
雇
用
ル
ー
ル
整
備
や
労
働
時
間
法
制
の
見
直
し
を
提
起
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分
析
に
基
づ
き
、
企
画
業
務
型
裁
量
労
働
制

や
フ
レ
ッ
ク
ス
タ
イ
ム
制
を
は
じ
め
と
す
る

労
働
時
間
法
制
に
つ
い
て
、
労
働
政
策
審
議

会
で
総
合
的
に
検
討
す
る
。

裁
判
で
の
判
決
で
解
雇
無
効
と
さ
れ
た
場

合
の
救
済
の
多
様
化
な
ど
、
労
使
双
方
が
納

得
す
る
雇
用
終
了
の
あ
り
方
に
関
し
て
は
、

「
諸
外
国
の
制
度
状
況
、
関
係
各
層
の
意
見

な
ど
様
々
な
視
点
を
踏
ま
え
な
が
ら
、
丁
寧

に
検
討
を
行
っ
て
い
く
必
要
が
あ
る
」
と
の

記
述
に
と
ど
ま
り
、
見
直
し
の
方
向
の
提
起

ま
で
至
ら
な
か
っ
た
。

労
働
者
派
遣
は
抜
本
的
に
見
直
し

柱
の
二
つ
目
の
「
民
間
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
の

規
制
改
革
」
で
は
、
ジ
ョ
ブ
サ
ー
チ
・
ジ
ョ

ブ
マ
ッ
チ
ン
グ
の
効
率
化
、
働
く
人
の
立
場

に
立
っ
た
人
材
サ
ー
ビ
ス
の
促
進
の
た
め
、

「
有
料
職
業
紹
介
事
業
や
労
働
者
派
遣
制
度

の
在
り
方
・
位
置
付
け
の
根
本
的
な
見
直
し

を
行
う
べ
き
で
あ
る
」
と
提
言
。
労
働
者
派

遣
制
度
で
は
、「
派
遣
法
の
根
幹
に
あ
る
『
常

用
代
替
防
止
（
常
用
雇
用
に
影
響
を
与
え
る

こ
と
の
防
止
）』
と
い
う
考
え
方
に
代
わ
り
、

『
派
遣
労
働
の
濫
用
防
止
』
の
明
確
化
や
均

衡
処
遇
の
推
進
と
い
っ
た
考
え
方
を
重
視
す

る
べ
き
で
あ
る
」
と
述
べ
て
、
見
直
し
の
方

向
性
を
例
示
し
た
。

派
遣
事
業
見
直
し
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
は
、

平
成
二
五
年
（
二
〇
一
三
年
）
に
検
討
し
結

論
を
出
し
、
結
論
を
得
ら
れ
次
第
措
置
を
講

じ
る
。

答
申
は
、
こ
れ
ま
で
の
派
遣
法
の
規
制
の

根
拠
で
あ
る
「
常
用
代
替
防
止
」
は
正
社
員

の
保
護
を
目
的
と
し
て
お
り
、「
派
遣
労
働
者

の
保
護
と
は
必
ず
し
も
相
容
れ
な
い
」
と
明

言
。
こ
れ
ま
で
の
「
臨
時
的
・
一
時
的
な
業

務
」「
専
門
業
務
」「
特
別
の
雇
用
管
理
を
要
す

る
業
務
」
に
限
定
す
る
規
制
体
系
・
規
制
手

法
を
抜
本
的
に
見
直
し
、
で
き
る
限
り
簡
素

で
わ
か
り
や
す
い
仕
組
み
に
改
め
る
べ
き
だ

と
主
張
し
た
。

今
後
、
労
働
政
策
審
議
会
で
、
①
派
遣
期

間
の
あ
り
方
（
専
門
二
六
業
務
に
該
当
す
る

か
ど
う
か
に
よ
っ
て
派
遣
期
間
が
異
な
る
現

行
制
度
）、②
派
遣
労
働
者
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ

プ
措
置
、
③
派
遣
労
働
者
の
均
衡
待
遇
の
あ

り
方
―
―
な
ど
に
つ
い
て
検
討
す
る
。

手
数
料
の
徴
収
職
業
の
拡
大
を
検
討

一
方
、
紹
介
事
業
に
つ
い
て
は
、
ハ
ロ
ー

ワ
ー
ク
と
民
間
人
材
ビ
ジ
ネ
ス
事
業
の
補
完

関
係
に
留
意
し
つ
つ
、
両
者
の
連
携
・
協
力

関
係
を
強
化
す
る
こ
と
や
、
有
料
職
業
紹
介

事
業
の
規
制
見
直
し
を
求
め
た
。

有
料
職
業
紹
介
事
業
の
規
制
改
革
は
平
成

二
五
年
度
（
二
〇
一
三
年
度
）
に
検
討
を
開

始
す
る
と
し
て
お
り
、
平
成
二
六
年
度
（
二

〇
一
四
年
度
）
に
早
期
に
結
論
を
出
す
。
当

面
は
、
求
職
者
か
ら
の
職
業
紹
介
手
数
料
徴

収
が
可
能
な
職
業
の
拡
大
に
つ
い
て
検
討
す

る
。三

つ
目
の
柱
の
「
セ
イ
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
・

職
業
教
育
訓
練
の
整
備
・
強
化
」
で
は
、「『
人

が
動
く
』
こ
と
を
促
進
す
る
た
め
に
は
、
職

業
教
育
訓
練
や
就
業
ま
で
の
サ
ポ
ー
ト
と
し

て
の
セ
イ
フ
テ
ィ
ネ
ッ
ト
の
整
備
・
強
化
が

不
可
欠
」
だ
と
強
調
し
、
他
の
政
府
の
会
議

体
と
連
携
を
図
っ
て
必
要
性
を
強
調
し
て
い

く
必
要
が
あ
る
と
し
て
い
る
。

労
使
双
方
の
納
得
が
原
則

雇
用
分
野
で
は
、
答
申
は
こ
れ
ら
の
雇
用

改
革
の
具
体
案
だ
け
で
な
く
、
改
革
を
貫
く

横
断
的
な
理
念
・
原
則
も
提
示
し
た
。
①
労

使
双
方
の
納
得
感
と
メ
リ
ッ
ト
を
生
む
改
革
、

②
国
際
比
較
か
ら
み
て
合
理
的
な
改
革
、
③

働
き
手
が
多
様
な
雇
用
形
態
を
選
択
で
き
、

個
人
の
能
力
・
資
質
を
高
め
る
機
会
が
与
え

ら
れ
る
と
と
も
に
、
雇
用
形
態
に
よ
る
不
合

理
的
な
取
り
扱
い
を
受
け
な
い
均
衡
処
遇
を

推
進
す
る
改
革
―
―
の
三
本
で
あ
り
、
こ
れ

ら
が
と
く
に
重
要
な
視
点
で
あ
る
と
し
て
い

る
。ま

た
、
答
申
は
、
今
後
、
改
革
事
項
が
関

係
省
庁
で
の
有
識
者
会
議
や
審
議
会
な
ど
で

議
論
さ
れ
る
こ
と
に
な
る
が
、
会
議
と
し
て

そ
の
取
組
を
注
視
し
、
積
極
的
な
働
き
か
け

を
行
っ
て
い
く
と
言
明
し
て
い
る
。

解
雇
ル
ー
ル
が
後
退
し
か
ね
な
い

労
働
組
合
の
ナ
シ
ョ
ナ
ル
セ
ン
タ
ー
で
あ

る
連
合
（
古
賀
伸
明
会
長
）
は
六
月
七
日
、

南
雲
弘
行
事
務
局
長
の
答
申
に
対
す
る
談
話

を
発
表
し
た
。

談
話
は
、
答
申
の
内
容
に
つ
い
て
「
当
初

の
議
論
か
ら
は
抑
え
た
内
容
と
な
っ
て
い

る
」
と
し
た
も
の
の
、
ジ
ョ
ブ
型
正
社
員
や

雇
用
終
了
の
あ
り
方
が
検
討
対
象
に
あ
が
っ

て
い
る
こ
と
か
ら
「
今
後
、
解
雇
ル
ー
ル
が

大
幅
に
後
退
し
か
ね
な
い
」
と
懸
念
を
示
し

た
。
さ
ら
に
、
ホ
ワ
イ
ト
カ
ラ
ー
・
イ
グ
ゼ

ン
プ
シ
ョ
ン
も
検
討
項
目
と
し
て
残
さ
れ
て

い
る
と
し
て
、「
七
月
の
参
議
院
選
挙
の
結
果

に
よ
っ
て
は
、
民
主
党
政
権
で
前
進
さ
せ
た

労
働
者
保
護
ル
ー
ル
が
改
悪
さ
れ
か
ね
ず
、

そ
う
し
た
動
き
は
断
じ
て
許
す
こ
と
が
で
き

な
い
」
と
警
戒
感
を
強
め
て
い
る
。

一
方
、
全
労
連
（
大
黒
作
治
議
長
）
は
六

月
一
〇
日
、答
申
に
対
し
、「
労
働
法
制
の『
規

制
改
革
』
に
断
固
反
対
す
る
」
と
す
る
小
田

川
義
和
事
務
局
長
の
談
話
を
発
表
し
た
。

（
調
査
・
解
析
部
）

規制改革会議「答申」　雇用分野の主な内容

（１）正社員改革

○『ジョブ型正社員』を増やすことが、正社員一人一人のワークライフバラン
スや能力を高め、多様な視点を持った労働者が貢献する経営（ダイバーシティ・
マネジメント）を促進。労使双方にとって有益。正社員改革の第一歩として、
ジョブ型正社員に関する雇用ルールの整備を行うべき。

○多様で柔軟な働き方を進める観点から、企画業務型裁量労働制の弾力化やフ
レックスタイム制の見直しを進めるほか、時間外労働の補償のあり方、管理監
督者等の労働時間規制に関する適用除外制度と裁量労働制度との連続性・一貫
性のある制度としての整理統合なども視野に入れて検討すべき。

＜具体策＞
①ジョブ型正社員の雇用ルールの整備
　【平成 25年度（2013 年度）に検討開始、平成 26年度（2014 年度）に措置】
②企画業務型裁量労働制やフレックスタイム制等の労働時間法制の見直し
　【平成 25年（2013 年）上期に調査開始、同年秋に検討開始】

（２）民間人材ビジネスの規制改革

○ジョブサーチ・ジョブマッチングの効率化、働く人の立場に立った人材サー
ビスの促進のため、「有料職業紹介事業や労働者派遣制度の在り方・位置付けの
根本的な見直しを行うべき。

○ハローワークと民間人材ビジネス事業の補完関係に留意しつつ、両者の連携・
協力関係を強化。有料職業紹介事業の規制見直しを行うべき。

＜具体策＞
①有料職業紹介事業の規制改革
　【平成 25年度（2013 年度）に検討開始、平成 26年度（2014 年度）に早期に結論】
②労働者派遣制度の見直し
　【平成 25年（2013 年）に検討し結論、結論得次第措置】

（３）セイフティネット・職業教育訓練の整備・強化

○他の政府の会議体と連携を図り、必要性を強調するなど推進を後押し。

資料出所：答申をもとに編集部作成




